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基本方針３  効率的なエネルギー利用の促進 

取組の方向性(1) 未利用エネルギーの活用の推進 

基本施策① 市施設における未利用エネルギーの活用の検討 

 

ごみ焼却施設、浄化センターなどにおける未利用エネルギーの活用について検討を進め、エネ

ルギー消費施設からエネルギー創出施設への転換を図ります。 

 

 

基本施策①「市施設における未利用エネルギーの活用の検討」における市施策（表２－11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

担当課等

①鎌倉市新ごみ焼却施
設整備事業

　今後新規に建設す
るごみ焼却施設の検
討における、発電等
未利用エネルギー活
用の検討

環境施設課

②鎌倉市下水道中期ビ
ジョン

　下水の持つエネル
ギーの有効利用（浄
化センターにおける
小水力発電、排熱利
用、消化ガス発電、
汚泥燃料化、ガス化
炉などの検討）

下水道河川課

内容

　今後新規に建設するごみ焼却施設の検討における、
発電等未利用エネルギー活用について検討。
　平成24年度に「鎌倉市ごみ焼却施設基本構想」を策
定。
　平成25～27年度で「鎌倉市ごみ焼却施設基本計画」
を策定中。
　新規のごみ焼却施設については、平常時、災害時共
にエネルギーの創出ができる施設を基本方針として計
画。

　平成23年度に「鎌倉市公共下水道終末処理場未利
用エネルギー利活用検討調査業務」を実施して、下水
道施設における未利用エネルギーの利活用について
検討。
　現時点で事業性が高くすぐに事業に着手すべきもの
はないが、既存設備の老朽化に伴う更新事業を進める
に当たっては、未利用エネルギーの利活用を検討すべ
き項目が抽出された。
　既存設備の老朽化に伴う更新事業を進めるに当たっ
ては、未利用エネルギーの利活用を検討する。
　将来的な技術革新や導入コスト低下などの動向に注
目していく。

実施事業
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基本施策② 地域の未利用エネルギーの活用方策の研究 

 

廃食用油やバイオマス（市内の山林資源や廃棄物）など、地域の未利用エネルギーで利用可能

なエネルギーの活用について研究を進めます。 

 

 

基本施策②「地域の未利用エネルギーの活用方策の研究」における市施策（表２－12） 

 

 

 

 

 

 

 

  

担当課等

①廃食用油の資源化 　家庭から排出され
る廃食用油につい
て、分別回収、資源
化を実施。

資源循環課

②布団、畳の固形燃料
化

　家庭等から排出さ
れる布団、畳につい
て、固形燃料化を実
施。

資源循環課

③木製家具などの燃料
化

　家庭等から排出さ
れる木製家具などに
ついて、燃料チップ化
を実施。

資源循環課

④植木剪定材の活用 ④-1植木剪定材の
エネルギー利用

資源循環課

④-2植木剪定材の
鎌倉花火大会での活
用

観光商工課

⑤未利用エネルギー活
用に関する研究

　バイオマス等未利
用エネルギー活用に
関する情報収集

環境政策課
資源循環課
環境施設課

　焼却停止後の今泉クリーンセンターの活用等、バイオ
マス等未利用エネルギー活用に関する情報収集を実
施。

　植木剪定材の、鎌倉花火大会での活用を実施。
　平成26年７月23日の第66回鎌倉花火大会にて、地元
の素材を活用し、環境配慮型花火として地産地消花火
を20発打ち上げ。（浄智寺の山から切り出した剪定材を
原料に炭をつくり、火薬を製造）。

実施事業 内容

　粗大木くずの資源化として、平成14年10月から開始。
　家庭等から排出される木製家具などについて、燃料
チップ化を実施。

　家庭等から排出される布団、畳について、固形燃料
化を平成24年6月から実施。

　家庭から排出される廃食用油について、分別回収、
資源化を平成19年４月から実施。

　市民から分別収集している植木剪定材について、た
い肥化以外のエネルギー活用を実施予定。
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～ 鎌倉花火大会での植木剪定材の活用～ 

 

 公益社団法人鎌倉市観光協会花火大会実行委員会が主催する第 66回鎌倉花火大

会（平成 26年７月 23日開催）において、市内の植木剪定材を材料の一部に使用

した「地産地消花火」が 20発打ち上げられました。この花火では、浄智寺の山か

ら切り出した剪定材を原料に炭をつくり、火薬を製造しています。 

 地産地消の花火の特徴として「昔ながらの花火の火色」があります。これは江戸

時代に作られていた「和火」と呼ばれる黒色花火で、発色は木炭が燃焼する際の色

味だけで、線香花火のような橙色をしています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

花火大会実行委員会ホームページより 
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取組の方向性(2) 非常時を視野に入れた効率的なエネルギーインフラの整備 

基本施策① 避難所等における再生可能エネルギー等の導入推進とエネルギーの効果的利用

策の検討 

 

非常時の避難所等における、再生可能エネルギー等や蓄電池システム等の導入を推進すると

ともに、非常時において効率的・効果的なエネルギー利用ができる仕組みづくりについて検討を進

めます。 

 

 

 基本施策①「避難所等における再生可能エネルギー等の導入推進とエネルギーの効果的利用策の検

討」における市施策（表２－13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

担当課等

①鎌倉市地域防災計画
の推進

　鎌倉市地域防災計
画の推進

総合防災課

②避難所等への再生可
能エネルギー等の導入

②-1グリーンニュー
ディール基金事業に
よる避難所等への太
陽光発電設備等の
導入（再掲）

環境政策課

②-2太陽光発電屋
根貸し事業による避
難所等への太陽光
発電設備の導入（再
掲）

環境政策課

内容実施事業

　地域防災計画を推進する施策として、避難路の整
備、誘導表示（案内板、路面シート）、誘導灯の設置や
防災拠点の備蓄や自主防災組織への補助をすすめて
いる。
　このうち案内板は太陽光照明設備を備えたものや、
路面シートは蓄光型を導入するなど、省エネルギーにも
配慮している。
　また避難所におけるエネルギーの安定供給として
は、グリーンニューディール基金の活用や屋根貸し事業
等の手法を活用した太陽光発電設備の導入などによ
り、災害拠点としての機能向上も図られている。

　避難所等への再生可能エネルギー等の導入として、
グリーンニューディール基金事業による避難所等への
太陽光発電設備を導入。
　玉縄行政センターに、太陽光発電システム10kW、リチ
ウムイオン蓄電池５ｋＷ×１基を、平成26年度中に整
備。
　笛田公園管理事務所に、太陽光発電システム10kW、
蓄電池付ソーラー街路灯３基、小型風力発電システム
３kW、リチウムイオン蓄電池５kW×１基を、平成28年度
に整備予定。

　避難所等への再生可能エネルギー等の導入として、
太陽光発電屋根貸し事業による避難所等への太陽光
発電設備を導入。
　市内小中学校４校（ミニ防災拠点の小坂小学校、植
木小学校、手広中学校、岩瀬中学校、）に、屋根貸しに
よる太陽光発電設備を平成26年度に整備。
　通常時は事業者が売電を行うが、非常時には市が発
電電力を使用する（岩瀬中学校は上限３kW、それ以外
は上限1.5kW）。

※公共施設での太陽

光発電による発電量の

推計値（年間約280千ｋ

Wh）のうち、避難所等

での太陽光発電による

発電量の推計値は、

年間約250千ｋWh。
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市施策の実施状況  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公用車として導入している電

気自動車（EV）】 

 

側面に、電源コードのイラストが

描かれています。 

【電源供給装置】 

 

電気自動車に電源供給装置を接

続することで、バッテリーに蓄えら

れている電気を使うことができま

す。 

（写真は扇風機を動かしている所） 

担当課等

③電気自動車（EV）と電
源供給装置の導入

　公用車の電気自動
車（EV）と合わせて電
源供給装置を導入す
ることで、EVのバッテ
リーから電源供給で
きるため、災害等の
際に非常用電源とし
て活用できる。

管財課
環境政策課

内容

　災害等の際に非常用電源として活用するため、電気
自動車（EV）と電源供給装置を導入。
　平成25年度に、導入済みの電気自動車（EV）６台に
対し、1,500W電源供給装置６台を導入。
　電源コンセント装備の電気自動車（EV）が発売される
などしているため、技術開発動向等について情報収集
を実施。

実施事業
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コラム ～国や県の関連施策・計画など～ 

                   

 

再生可能エネルギー等導入推進基金（グリーンニューディール基金） 

 

「グリーンニューディール」とは、環境分野へ財政を投じ、地域の低炭素化を

進めながら、同時に環境関連の雇用も創出するという政策です。1930年代にア

メリカのルーズベルト大統領が行ったニューディール政策※の環境版で、オバマ

大統領が大々的に打ち出し、それに伴い我が国でも議論がなされました。 

※ニューディールとは「新規巻き直し」の意味で、大恐慌の経済危機の下で、実

施された政策の総称。大がかりな失業救済活動や公共事業が行われた。 

 

日本版のグリーンニューディールは平成 21年度に「地域グリーンニューディ

ール基金事業」として始まりました。これは都道府県や指定都市に補助金を交付

し、基金をつくり、その地域の実情に応じた環境関連事業を実施するものです。 

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を経験した平成 23年度以降は、

「災害に強く、低炭素な地域づくり」が喫緊の課題として浮上してきました。こ

のため「グリーンニューディール基金」は地震や台風等による大規模な災害時に、

防災拠点のエネルギーを確保するためにも活用されるようになっています。 

再生可能エネルギーを拡大することは、温室効果ガスの削減や地域雇用の拡大

だけでなく、地域のエネルギー自立性を高め、災害対応能力の向上にも役に立ち

ます。例えば、大規模災害時には、発電所からの電力や、灯油やガソリン等の燃

料供給が途絶えてしまう可能性があります。しかし、電力や燃料が届かなくなっ

た場合でも、防災拠点へ例えば太陽光発電パネルが設置してあれば電気を使えま

すし、蓄電池を設置してあれば、夜間や日照の少ない日でも、太陽光発電で蓄え

た電力を活用できます。（次ページへ続く） 
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神奈川県では、環境省から平成 24年度に再生可能エネルギー等導入推進基金

（グリーンニューディール基金）の選定を受け、１０億円の基金を造成し、県内

各地域の防災拠点への再生可能エネルギー等の導入を進めています。 

鎌倉市においても、県の基金を活用し、平成 26年度には玉縄行政センター、

平成 28年度には笛田公園管理事務所（予定）への太陽光発電システムやリチウ

ムイオン蓄電池などの導入を積極的に進めています。 

 

 

 

 

 

 

  

出典：環境省 平成 27年度環境省概算要求資料 
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市施策の実施状況  

～ 避難路等誘導表示への再生可能エネルギー等導入 ～ 

 

 鎌倉市地域防災計画を推進する施策として、避難路等の誘導表示（案内板）に、

太陽光発電による LED照明設備を備えたものの導入を進めています。 

また、路面シートについては蓄光型を導入したり、防災行政用無線に蓄電池を設置

するなど、省エネルギーや非常時の電源自立に配慮しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難路表示（蓄光型） 

太陽光パネル付 LED照明標識 

防災行政用無線（蓄電池付き） 

ガイドライト 

路面シート（蓄光型） 

案内板（鎌倉駅前） 

蓄電池 

太陽光パネル 

LED照明 

太陽光パネル

付き LED照明 
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基本施策② 災害弱者施設におけるエネルギー安定確保策の検討 

 

 病院や福祉施設などでの安定したエネルギー供給のあり方について検討を行います。 

 

 

 基本施策②「災害弱者施設におけるエネルギー安定確保策の検討」における市施策（表２－14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民・市内事業者の方々から寄せられた声・アイディア 

～ ＨＰでの意見募集から その１～ 

 

【省エネ・節電について、現在取組んでいること】 
 

 

 

 

 

＊早寝早起き（５時半起床、２２時就寝）。 

＊暖房の上限温度の設定は２２℃。また、部屋が暖まったら電源を落とす。 

＊居室時間が一番長いリビングは、リモコンで支障のない程度に照度をさげている。 

＊家族の誰かの帰宅が遅い場合は、夕食後に風呂のスイッチを入れ、出来るだけ全体の入

浴時間が短くなるようにしている。 

＊暑さ寒さに強い体を作ることで、エアコンを使用しない温度幅が広くなった。 

担当課等

①鎌倉市地域防災計画
の推進

　災害拠点病院にお
ける再生可能エネル
ギーの活用等にも対
応した非常用自家発
電設備の増強等を計
画的に進める。

総合防災課 　災害時の拠点となりうる病院や福祉施設の機能向上
に向けては、エネルギーの確保も含め、関係部署と連
携し、国や県への要望や補助制度の活用などの機会を
活用していく。

内容実施事業
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取組の方向性(3) エネルギーの効率的な利用を進めるシステムの導入促進 

基本施策① 高効率なエネルギー利用機器の導入支援 

 

エネルギーの高度利用ができるコージェネレーションシステムやヒートポンプ、ＨＥＭＳやＢＥＭＳ

などの導入支援に努め、これら機器等の導入を促進します。 

 

 

基本施策①「高効率なエネルギー利用機器の導入支援」における市施策（表２－15） 

 

 

 

 

 

 

 

  

担当課等

①エネルギーの効率的
な利用を進めるシステ
ムの導入補助

　HEMS、エネファー
ム等への補助金(住
宅用再生可能エネル
ギー等省エネ機器設
置費補助金）（再掲）

環境政策課

②鎌倉市環境共生事業
（企業施設整備事業）等
補助金

　市内事業者向け
に、地球環境との共
存、共生を図るため
に必要な施設の設置
費を助成する（環境
保全施設、太陽光発
電施設等）（再掲）

観光商工課

③エネルギーの効率的
な利用を進めるシステ
ムの普及啓発

　情報収集とホーム
ページ、パネル展示
等による情報提供

環境政策課

　平成21年度より、太陽光発電設備等への補助事業を
開始。
　平成25年度は、太陽苦発電設備の設置を必須とし
て、HEMS機器、家庭用燃料電池システム、定置用リチ
ウムイオン蓄電システムに補助。
　平成26年度はHEMS機器設置を必須として、住宅用
太陽光発電設備、家庭用燃料電池、定置用リチウム蓄
電池、電気自動車充給電設備の設置費について補助
事業を実施。
　補助対象や必須要件については、周辺自治体等の
動向を見ながら毎年度検討。

　鎌倉市環境共生事業（企業施設整備事業）等補助金
制度を運用。
　市内事業者向けに、地球環境との共存、共生を図る
ために必要な施設の設置費を助成する。
　補助対象は、環境保全施設（省エネルギー施設等）、
太陽光発電施設等。

　エネルギーの効率的な利用を進めるシステムの普及
啓発として、情報収集や、ホームページ、パネﾙ展示等
による情報提供を実施。

内容実施事業
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基本施策①「高効率なエネルギー利用機器の導入支援」における市内事業者等の取組状況（表２－16） 

（事業者名は、取組みごとに五十音順で記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民・市内事業者の方々から寄せられた声・アイディア 

～ ＨＰでの意見募集から その２～ 

 

【省エネ・節電について、現在取組んでいること】 
 

 

 

 

 

＊電気使用量の「可視化」による、節電意識の維持・向上 

２０１０年４月以降の我が家の各月電気消費量を、グラフにしています。 

東日本大震災発生前１年とその後を、同年同月で比較できるようにグラフで「可視化」

し、節電率を表示したり、何月に蛍光灯をＬＥＤに替えた等のコメントも記しています。 

自分たちの生活スタイルや節電意識・省エネルギー意識を、家族全員が常に再認識で

きるようになったと思います。 

ちなみに、大震災前と比較し、現在では各月約７０％の電力消費に抑制できています。 

取組み

①家庭用燃料電池エネ
ファームの普及

②エコキュート（家庭用
自然冷媒ヒートポンプ給
湯器）の普及

③ＢＥＭＳの普及 　業務用ビルを対象に、中小規模施設の空調、照明、
換気塔の電気設備とＧＨＰ・ジェネライト等のガス設備
の運転をオールインワンで管理し、省エネ・節電をサ
ポートするシステム「楽省！ＢＥＭＳ」を提案している。

実施状況

　鎌倉市では平成25年度に146台を設置。従来は戸建
て住宅用のみであったが、集合住宅用エネファームも
開発。

　年間給湯保温効率(ＪＩＳ)３．９を達成する機種も登場
し、エコキュートの高効率化が進んでいる。
　住設メーカーへの啓蒙活動により普及を促進。

東京ガス株式会社

東京電力株式会社

東京ガス株式会社

主体
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基本施策② ＨＥＭＳ等を活用した新たな市民サービスの実現可能性について研究 

 

国、県と連携し、ＨＥＭＳ等を活用したエネルギー管理サービスにあわせ、高齢者の見守り等の

生活支援サービスや地域の防犯強化など、新たな市民サービスの実現可能性について研究を行

います。 

 

 

基本施策②「ＨＥＭＳ等を活用した新たな市民サービスの実現可能性について研究」における市施策 

（表２－17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課等

①HEMS等の活用に関
する研究

　HEMS等の活用に
ついて情報収集

環境政策課 　HEMS等の活用に関して、情報収集を実施。
　平成26年８月５日に、三菱電機株式会社情報技術総
合研究所敷地内スマートハウスを見学（かまくら環境保
全推進会議）。
　神奈川県の平成27年度地域課題対応型ＥＭＳサービ
ス実証事業について、実施予定。

内容実施事業


